
平成２２年度第１回地域密着型サービス事業者（候補）の選定結果について 

 

 平成２２年度第１回募集において，第４期京都市民長寿すこやかプラン（第４期介護保険事業

計画）に盛り込んだ整備等目標数に基づき，地域密着型サービス事業者を募集し，選定を行った。 

 １ 日程 

   平成２２年 ４月１９日 事前協議の受付開始 

   平成２２年 ５月２４日 事前協議の受付締切 

   ６～７月 事前協議書の書類審査，協議者に対するヒアリング等 

   平成２２年 ７月２０日 地域密着型サービス運営委員会（介護保険事業計画ワーキング

グループ）の意見聴取 

         ８月 ３日 協議者に対する選定結果の通知 

   ※ 協議者において，関係行政機関への申請・協議手続や地元住民への説明等が行われ，

それらが整い次第，工事に着工している。 

 ２ 募集及び選定の状況 

  （１）サービス種類ごとの応募数及び選定件数 

 募集

件数

応募件数 選定 

法人 事業 件数 事業所所在地 

夜間対応型訪問介護 ― ― ― ― ― 

認知症対応型通所介護 若干 ２ ２ ２ 中京⑥，南③ 

小規模多機能型居宅介護 

（※） 
１７ ０ ０ ０ ― 

認知症対応型共同生活介護
１６

ユニット

８ １０
(22ユニット)

７
(16ユニット)

上京②，中京④，中
京⑥，山科④，山科
⑤，深草③，醍醐②

地域密着型特定施設 
４３
人分

０ ０ ０ ― 

       ※ 当年度以前の未選定分等を含んでいる。 

   （２） 選定案件の法人種別 

 

社会福

祉法人 

医療 

法人 

民法 

法人 

営利 

法人 

特定非営利

活動法人 

計 

夜間対応型訪問介護 ― － － － － ― 

認知症対応型通所介護 ２ ０ ０ ０ ０ ２ 

小規模多機能型居宅介護 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

認知症対応型共同生活介護 ２ ３ ０ ２ ０ ７ 

地域密着型特定施設 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
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平成２２年度第２回地域密着型サービス事業者（候補）の選定結果等について 
 

１ 平成２２年度第２回地域密着型サービス事業者（候補）の選定結果 

 平成２２年度第２回募集において，第４期京都市民長寿すこやかプラン（第４期介護保険事

業計画）に盛り込んだ整備等目標数に基づき，地域密着型サービス事業者を募集し，選定を行

った。 

 (1) 日程 

   平成２２年 ８月１８日 事前協議の受付開始 

   平成２２年 ９月１４日 事前協議の受付締切 

  ９～１０月  事前協議書の書類審査，協議者に対するヒアリング等 

   平成２２年１１月１７日 地域密着型サービス運営委員会（介護保険事業計画ワーキング

グループ）の意見聴取 

        １１月２９日 協議者に対する選定結果の通知 

   ※ 現在，協議者において，関係行政機関への申請・協議手続や地元住民への説明等が行

われており，それらが整い次第，工事に着工する予定である。 
 

(2) 募集及び選定の状況 

   ア サービス種類ごとの応募数及び選定件数 

 募集

件数

応募件数 選定 

法人 事業 件数 事業所所在地 

夜間対応型訪問介護 ― ― ― ― ― 

認知症対応型通所介護 若干 １ １ １ 左京② 

小規模多機能型居宅介護 １７ １ １ １ 伏見⑥ 

認知症対応型共同生活介護

（※） 

２
ユニット

１
１

(2ユニット)
１

(2ユニット)
伏見⑥ 

地域密着型特定施設 
４３
人分

１
１

（29 人分）

１

（29 人分） 
伏見⑥ 

        ※ 平成 21 年度の選定案件で辞退があったため選定枠を設定 

          小規模多機能型居宅介護事業所の併設案件のみを募集 

    イ 選定案件の法人種別 

 

社会福

祉法人

医療 

法人 

民法 

法人 

営利 

法人 

特定非営利

活動法人 

計 

夜間対応型訪問介護 ― － － － － ― 

認知症対応型通所介護 ０ １ ０ ０ ０ １ 

小規模多機能型居宅介護 ０ ０ ０ １ ０ １ 

認知症対応型共同生活介護 ０ ０ ０ １ ０ １ 

地域密着型特定施設 ０ ０ ０ １ ０ １ 
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２ 小規模多機能型居宅介護事業併設の認知症対応型共同生活介護事業の先行募集について 

(1) 課題 

   小規模多機能型居宅介護事業について現在まで平成 22 年度については 17 事業所を募集

しているが，応募は 1 件のみとなっており，その一方，認知症対応型共同生活介護事業に

ついては，平成 22 年度第 1 回の 16 ユニットの募集に対して 22 ユニットの応募があった。 

現状のままでは，第 4 期介護保険事業計画以上の応募のある認知症共同生活介護事業に

対し，小規模多機能型居宅生活介護事業の第 4 期介護保険事業計画の達成が難しい状況と

なっている。 

 

参考１ 小規模多機能型居宅生活介護事業と認知症対応型共同生活介護事業の応募状況 

 平成 21 年度 平成 22 年度 

第 1 回 第 2 回 第 3 回 第 1 回 第 2 回

募

集

数 

応

募

数 

募

集

数 

応

募

数 

募

集

数 

応

募

数 

募

集

数 

応

募

数 

募

集

数 

応

募

数 

小規模多機能型居宅

介護事業所 

（単位：事業所数） 

10 2 8 2 7 

(※)

0 17 0 17 1 

認知症対応型共同生

活介護事業所 

（単位：ユニット数） 

20 3 19 

(※)

8 11 14 16 22 2 2 

   ※ 選定辞退分を含む。 

 

参考２ 小規模多機能型居宅生活介護事業の整備計画数 

 整備の考え方 

（平成26年度まで）

第４期計画数 現在までの選定数

（※） 

小規模多機能

型居宅介護 

日常生活圏域 

（７６圏域）に 

各１箇所 

４８箇所 

（４８圏域） 

３２箇所 

（３２圏域） 

認知症対応型

共同生活介護 

９９１人分 

９７３人分 

（５２圏域） 

   ※ 平成 22年度第 2回募集分を含んでいる。 



(2)  本市の対応 

平成 22 年度第 3 回の地域密着型サービスの事前協議の募集において以下のとおりの対応

を行った。 

ア 小規模多機能型居宅介護事業を併設した認知症対応型共同生活介護の募集 

      小規模多機能型居宅介護事業単独の案件には，応募がなく，第 2 回の事前協議で認

知症対応型共同生活介護事業との併設条件を付した案件には，1 件の応募があったこ

とから，認知症対応型共同生活介護事業との併設条件を付した公募には，効果があっ

たと考えている。平成 22 年度第 3 回においても小規模多機能型居宅介護事業の整備を

進めるため，認知症対応型共同生活介護事業との併設条件を付して公募した。 

イ 平成 24 年度事業計画分等を活用した先行募集 

    認知症対応型共同生活介護事業については，平成 23 年度事業計画分は全て応募があ

ったため募集数が残っていないことから，小規模多機能型居宅介護事業の整備促進の

ため，平成 24 年度事業計画分等（7 ユニット，63 名分）を先行して活用する。 

なお，当該先行活用分については，本年度末の公募ということもあり，事業開始時

期は，平成 23 年度末であることから，介護給付費に与える影響は少ないものと考えて

いる。 

 

参考３ 認知症対応型共同生活介護事業の整備目標数（第４期介護保険事業計画策定時） 

（単位：人分） 

                           

 

第４期介護保険事業計画 第５期介護保険事業計画（相当分） 

平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成25年度 平成 26 年度 

７０３ ８４７ ９９１ １，１３５ １，２７９ １，４２３ 



平成２２年度第３回地域密着型サービス事業者（候補）の選定について 

 

 平成２２年度第３回募集において，第４期京都市民長寿すこやかプラン（第４期介護保険事

業計画）に盛り込んだ整備等目標数に基づき，地域密着型サービス事業者を募集し，選定を行

っている。 

 

 １ 日程 

   平成２２年１２月 ７日 事前協議の受付開始 

   平成２３年 １月１８日 事前協議の受付締切 

  １～２月  事前協議書の書類審査，協議者に対するヒアリング等 

   平成２２年 ２月下旬  地域密着型サービス運営委員会（介護保険事業計画ワーキング

グループ）の意見聴取 

         ３月上旬  協議者に対する選定結果の通知 

   

２ 募集の状況 

   サービス種類ごとの応募数及び選定件数 

 募集

件数

応募件数 選定 

法人 事業 件数 事業所所在地 

夜間対応型訪問介護 ― ― ― ― ― 

認知症対応型通所介護 若干 ― ― ― ― 

小規模多機能型居宅介護 １６ ― ― ― ― 

認知症対応型共同生活介護

（※） 

7

ユニット
― ― ― ― 

地域密着型特定施設 
１４

人分
― ― ― ― 

        ※ 平成 23 年度分（第 5 期介護保険事業計画分）を先行活用した募集件数 
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